
- 1 -

主 文

１ 本件訴えのうち，被告に，Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３，Ｐ４，Ｐ５，Ｐ６，Ｐ７，

Ｐ８，Ｐ９，Ｐ１０，Ｐ１１，Ｐ１２，Ｐ１３及びＰ１４に対して議員報酬

を支給したときは，同人らに対して支給した議員報酬の返還請求をするよう

義務付けることを求める部分をいずれも却下する。

２ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

３ 訴訟費用は原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求めた裁判

１ 原告ら

(1) 被告は，Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３，Ｐ４，Ｐ５，Ｐ６，Ｐ７，Ｐ８，Ｐ９，Ｐ１

０，Ｐ１１，Ｐ１２，Ｐ１３及びＰ１４に対し，議員報酬を支給してはなら

ない。

(2) 被告は，Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３，Ｐ４，Ｐ５，Ｐ６，Ｐ７，Ｐ８，Ｐ９，Ｐ１

０，Ｐ１１，Ｐ１２，Ｐ１３及びＰ１４に対して議員報酬を支給したときは，

同人らに対し，支給した議員報酬の返還を請求せよ。

(3) 訴訟費用は被告の負担とする。

２ 被告

(1) 本案前の答弁

ア 本件訴えをいずれも却下する。

イ 訴訟費用は原告らの負担とする。

(2) 本案の答弁

ア 原告らの請求をいずれも棄却する。

イ 訴訟費用は原告らの負担とする。

第２ 事案の概要

本件は，土浦市の住民である原告らが，土浦市と新治村とが合併するに際し
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ての合併協議会（以下「本件合併協議会」という。）においてなされた市町村

の合併の特例に関する法律（昭和４０年３月２９日法律第６号，以下「旧合併

特例法」という。）７条１項（以下「在任特例」ということがある。）を適用

して新治村議会議員（Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３，Ｐ４，Ｐ５，Ｐ６，Ｐ７，Ｐ８，Ｐ

９，Ｐ１０，Ｐ１１，Ｐ１２，Ｐ１３及びＰ１４の１４人。以下，まとめて

「旧新治村議会議員」という。）を土浦市の市議会議員として引き続き在任さ

せることとした決定（以下「本件決定」という。）は，合併前の土浦市民の投

票価値の平等を害し違憲・無効であるため，旧新治村議会議員に対して議員報

酬を支出することは地方自治法２条１６項，１３８条の２及び２０３条並びに

地方財政法４条１項に違反すると主張して，土浦市長である被告に対し，地方

自治法２４２条の２第１項１号又は４号に基づき，旧新治村議会議員に対する

議員報酬の支出の差止め及びこれが支出された場合に被告が旧新治村議会議員

に対して議員報酬の返還を請求することの義務付けを求める事案である。

１ 前提事実（末尾に証拠等の引用がない事実は，当事者間に争いがない。）

(1) 当事者

ア 原告ら

原告らは，土浦市に居住する住民である。

イ 被告

被告は，土浦市の執行機関である市長であり，同市を統括してその事務

を管理・執行している。

(2) 土浦市と新治村との合併の経緯等

ア 土浦市と新治村は，平成１６年５月２８日，合併を目指して，土浦市・

新治村合併協議会（本件合併協議会）を設置した。

その後，合併協議が継続されたが，合併方式については，新治村を土浦

市に編入合併することで合意が成立した。

イ 平成１６年１２月２２日，本件合併協議会において，旧合併特例法７条
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１項２号に規定する在任特例を適用し，新治村議員１４人全員（旧新治村

議会議員）を合併後の土浦市議会議員とすることが決定された（本件決

定）。

ウ 合併の期日が平成１８年２月２０日と決定された後，平成１７年２月２

８日，土浦市と新治村との間で，合併協議書が調印された。

その後，土浦市議会及び新治村議会における合併の決議並びに合併の申

請がなされた。

エ 土浦市と新治村は，平成１８年２月２０日，合併（土浦市が新治村を編

入）した（顕著な事実）。

オ 現在の土浦市議会議員の任期は，平成１９年４月３０日までである（甲

２）。

土浦市と新治村との合併後，上記任期が満了するまでの約１４か月の間

に，旧新治村議会議員１４人に対し，議員報酬１億１６３４万３７１０円

等の合計１億３６１８万３８１０円が支出されることが予定されている。

(3) 土浦市及び新治村の選挙人数及び議員数等

平成１４年当時，土浦市においては１０万８０３４人の選挙人及び３２人

の市議会議員が，新治村においては７７８５人の選挙人及び１４人の村議会

議員が，それぞれ存在した（議員１人当たりの選挙人数は土浦市が約３３７

６人，新治村が約５５６人であり，その比は６．０７対１であった。）。

平成１２年当時，土浦市においては１３万４７０２人の住民及び３２人の

市議会議員が，新治村においては９４０４人の住民及び１４人の村議会議員

が，それぞれ存在した（議員１人当たりの人口は土浦市が約４２０９人，新

治村が約６７２人であり，その比は６．２６対１であった。）。

(4) 住民監査請求等

ア 原告らは，平成１７年１１月２１日，土浦市監査委員に対し，要旨以下

のとおり記載した監査請求書を，記載にかかる事実を証明する資料を添付
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した上で提出して，住民監査請求を行った（甲７，以下「本件監査請求」

という。）。

(ア) 監査請求の対象とする財務行為

土浦市と新治村が平成１８年２月２０日に合併した後，本件決定に基

づき土浦市議会議員となる旧新治村議会議員に対して議員報酬等を支出

すること。

(イ) 行為を違法・不当とする理由

旧新治村議会議員全員を土浦市議会議員とする本件決定は投票価値の

平等を害し憲法１４条１項に違反する違憲・無効なものであるため，本

件決定に従って土浦市議会議員となる旧新治村議会議員に対して議員報

酬等を支給することは違法・不当である。

(ウ) この行為により市に生ずる損害

旧新治村議会議員に議員報酬等を支払うと，議員報酬９９７２万円，

行政視察旅費３３６万円，政務調査費４２０万円，費用弁償１１６万円

及び年金負担８２９万円など合計約１億２０００万円の損害が生ずる。

(エ) 請求する措置の内容

監査委員が上記支出につき厳正な調査を行い，議員報酬等の支出の差

止勧告等の措置を講ずること。

イ 土浦市監査委員は，平成１７年１１月２９日付けで，本件監査請求につ

いて，当該地方公共団体の機関又は職員による具体的な違法又は不当な財

務会計上の「行為の前提となる法令及びその適用が憲法に適合するか否か

の判断を求めるもの」と解した上で，そのような判断については「地方自

治法に定める監査委員の職務権限になじまない」という理由で却下し，そ

のころ，その旨を原告らに通知した（甲８）。

(5) 訴えの提起等

ア 原告らは，平成１７年１２月２６日，本件訴えを提起した（顕著な事



- 5 -

実）。

イ 原告らは，平成１８年２月２２日，当裁判所に対して，訴えの変更申立

書（同月２１日付け，同月２４日に被告に送達，同年３月２２日の本件第

２回口頭弁論期日において陳述）を提出し，請求の趣旨第２項にかかる請

求を追加する訴えの追加的変更を申し立てた（顕著な事実）。

２ 争点

(1) 本件訴えの適法性

(2) 土浦市長が旧新治村議会議員に対して議員報酬を支出することが違法・不

当であるか否か。

３ 争点に関する当事者の主張

(1) 争点(1)（訴えの適法性）について

（被告の主張）

ア 監査請求の欠如（本件訴え全体について）

地方自治法２４２条の２第１項は，住民訴訟につき監査請求を前置すべ

き旨を定めているが，本件においては，本件監査請求について，土浦市監

査委員が，平成１７年１１月２９日付け書面で却下の結果とその理由を通

知している。

したがって，原告らが提起した本件住民訴訟（原告らが提訴後に追加し

た請求の趣旨第２項にかかる請求も含む。）は，地方自治法２４２条の２

第１項に規定する要件を欠いており，不適法である。

イ 提訴期間の徒過（請求の趣旨第２項にかかる請求について）

訴えの追加的変更における追加部分は新訴の提起にほかならないが，土

浦市監査委員は平成１７年１１月２９日付けの書面で本件監査請求につき

却下という結果とその理由を通知しているから，原告らによる訴えの追加

的変更（平成１８年２月２２日に申立書が提出されている。）は，地方自

治法に定める通知を受けた日から３０日以上経過した後に行われたもので
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ある。

したがって，原告らの訴えの追加的変更が住民訴訟の提訴期間を徒過し

ていることは明らかであるから，この変更にかかる請求（請求の趣旨第２

項にかかる請求）については却下されるべきである。

（原告らの主張）

ア 監査請求の欠如について

監査委員が適法な住民監査請求を不適法であるとして却下した場合，当

該請求をした住民は，適法な住民監査請求を経たものとして直ちに住民訴

訟を提起することができる旨は，最高裁の判例で判示されており（最高裁

平成１０年（行ツ）第６８号同年１２月１８日第三小法廷判決・民集５２

巻９号２０３９頁参照），また，学界の通説でもある。

本件監査請求は，対象とする行為として具体的な公金の支出という財務

会計行為を取り上げており，その特定・認識に欠けるところはない。その

行為の違法・不当性についても，法令上求められている程度に具体的な理

由を指摘している。監査委員からの通知にある「その内容が憲法に違反す

るやいなやの判断を求めている云々」は請求の理由に関するものであり，

監査請求の適法性には影響しない。

それにもかかわらず，土浦市監査委員が，本件監査請求を不適法と扱っ

たことは誤りといわざるを得ない。他に何ら手続上不適法な点は存在しな

いから，土浦市監査委員は監査を実施すべきであったと考えられる。

以上のように，本件監査請求は客観的に適法であったのに，監査委員が

誤ってこれを不適法なものとして却下したに過ぎないから，本件監査請求

に続いて行われた本件住民訴訟（原告らが提訴後に追加した請求の趣旨第

２項にかかる請求も含む。）は監査請求前置の要件を充たしている。

イ 提訴期間の徒過（請求の趣旨第２項にかかる請求）について

(ア) 本件訴えのうち訴えの追加的変更に係る部分（請求の趣旨第２項に
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かかる請求）については新たな訴えの提起にほかならないから，この部

分について提訴期間の制限が加わり，通常であればその提訴日を基準と

して提訴期間が遵守されているか否かを決すべきことは当然である。し

かし，変更後の新請求と変更前の旧請求との間に存する関係から，提訴

期間の遵守の点において，変更後の新請求に関わる訴えを当初の提訴の

時に提起されたものと同視し得る特段の事情があるときには，当初の訴

えの提起のときに新請求の訴えの提起があったものとみなして，提訴期

間の遵守において欠ける点がないと認めるのが相当であり，その特段の

事情としては，変更前後の訴えが極めて近い関係にあり，かつ，変更前

の訴えにおいて変更後の訴えにおける不服の内容が主張されている，す

なわち，前訴に後訴の趣旨が実質的に含まれている場合が該当するもの

である（最高裁昭和５９年（行ツ）第７０号同昭和６１年２月２４日第

二小法廷判決・民集４０巻１号６９頁参照）。

(イ) これを本件についてみると，公金支出を違法として事前にその差止

めを求める請求（本件における当初の請求）と，差止訴訟が適法に係属

している間に公金の支出がなされたときに支出された公金の返還を命ず

ることを求める請求（本件請求の趣旨第２項にかかる請求）とは，被告

及び対象とする財務行為が同一で，かつ，中心的争点を共通とするのみ

ならず，差止めが求められている公金の支出が行われた後に，これに対

する返還請求が行われることは当然予測できることからして，表裏一体

のものといえる。

また，監査請求との関係においては，同一住民は同一の財務行為を対

象として再度の監査請求をすることが許されていないから，仮に旧請求

のための監査から３０日以内に新請求も提訴しなければならないとする

と，差止請求は公金の支出前に行わなければならないのに，他方で，公

金の支出が監査から３０日以上後に行われた場合には，その支出に対す
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る監査請求も，公金の支出に関する住民訴訟の提起もできなくなるとい

う不合理な結果となる。これは本件請求の趣旨第２項にかかる請求（将

来給付の訴え）についても同様であり，差止請求は公金の支出前に行わ

なければならないが，他方で，将来給付の訴えの要件である「権利発生

の基礎となる事実上及び法律上の関係」が生ずるまでは新請求について

提訴することができないのに，これが具備されたのが当初の訴え提起か

ら３０日以上経過した後であるため，公金支出について新たな監査請求

も住民訴訟の提起もできない不合理な結果となってしまうのである。

(ウ) 以上のような事情の下においては，提訴期間との関係では，訴えの

変更後の新請求（請求の趣旨第２項にかかる請求）を当初の訴えの時に

提起されたものと同視し，新請求につき提訴期間の遵守について欠ける

ところがないものと解すべき特段の事情があるものとするのが相当であ

る。

(2) 争点(2)（議員報酬を支給することの違法・不当性）について

（原告らの主張）

ア 在任特例の適用による投票価値の不平等の発生

合併前の土浦市における市議会議員１人当たりの選挙人数及び人口はそ

れぞれ約３３７６人，約４２０９人であり，合併前の新治村における村議

会議員１人当たりの選挙人数及び人口はそれぞれ約５５６人，約６７２人

であったから，土浦市と新治村との間における議員１人当たりの選挙人数

の比は６．０７対１，議員１人当たりの人口の比は６．２６対１となって

いた。このような状況下で，旧新治村議会議員１４人全員が在任特例の適

用によって土浦市議会議員となった場合には，同一議会内の旧新治村議会

議員と旧土浦市議会議員との間での議員１人当たりの選挙人数又は人口の

較差は６倍以上となり，旧土浦市民の投票価値は旧新治村民の投票価値と

比較して６分の１ということになる。
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上記のように議員１人当たりの選挙人数・人口の違い（投票価値の較

差）が大きいまま合併し，合併前に議員であった者全員が合併後に同一議

会の議員となると，投票価値が小さい方の自治体の住民の権利を侵害し不

平等な結果となる可能性が存在する。このことは，甲４の模擬例に示され

ているように，投票価値の較差が１０倍の場合（模擬例１）には明確な形

で権利の侵害が起こりうること，投票価値の較差が６０倍の場合（模擬例

２）には選挙人数の９８パーセント以上を占める編入を受け入れた側の住

民の権利侵害の可能性が著しいことからも明らかである。

イ 不平等な投票価値の較差とその違憲性

最高裁は，衆議院議員選挙につき，同一議会内で等しい議決権を行使す

る議員１人当たりの選挙人数が大きく異なるとすれば，投票価値の平等は

保たれておらず，それを正当化する特別の理由がない限り，憲法１４条１

項に違反すると判示して，結論として４．４０倍の投票価値の較差を違憲

と判断し（最高裁昭和５９年（行ツ）第３３９号同６０年７月１７日大法

廷判決・民集３９巻５号１１００頁参照），また，参議院議員選挙につい

ても，二院制に由来する特異性を考慮しても，６．５９倍という投票価値

の較差は違憲の問題が生ずる程度の著しい不平等状態であると判示してい

る（最高裁平成６年（行ツ）第５９号同８年９月１１日大法廷判決・民集

５０巻８号２２８３頁参照）。

地方議会議員選挙に関しては，公職選挙法１５条８項が，各選挙区にお

ける議員の定数は原則として人口に比例して条例で定める旨を規定して，

投票価値の平等が強く意識されており，最高裁も，この規定を，人口比を

最も重要かつ基本的な基準として各選挙人の投票価値が平等であるべきこ

とを強く要求するものと指摘している（最高裁昭和５８年（行ツ）第１１

５号同５９年５月１７日第一小法廷判決・民集３８巻７号７２１頁参照）。

そして，千葉県議会議員選挙における特例選挙区の設置について，特例選
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挙区の人口が議員１人当たりの人口の半数を著しく下回る場合にはその設

置を認めないとして，設置に関する裁量権の行使に限界があることが示さ

れ（最高裁昭和６３年（行ツ）第１７６号平成元年１２月１８日第一小法

廷判決・民集４３巻１２号２１３９頁参照），１対３．８１倍という較差

について，特別の理由もなく合理的裁量の限界を超えているとして，投票

価値の平等に反する旨判示されている（最高裁平成元年（行ツ）第１５号

同年１２月２１日第一小法廷判決・民集４３巻１２号２２９７頁参照）。

上記各判例は「選挙における議員１人当たりの選挙人数」の不平等を扱

ったものであるが，「議会内での議員１人当たりの選挙人数」と「選挙に

おける議員１人当たりの選挙人数」とは，議会に在籍する議員についてそ

の選挙区の定数と選挙人数から計算するか，選挙区の定数と選挙人数から

計算するかの見かけ上の違いがあるだけであり，「選挙における議員１人

当たりの選挙人数」は，選挙後の「議会内での議員１人当たりの選挙人

数」と同じであるから，上記各判例が本件にも妥当するものであることは

明らかである。

土浦市と新治村の合併においては，投票価値について６倍以上の較差が

存在するが，上記のとおり違憲と判断された３．８１倍という較差を遙か

に超えていることからしても，これを正当化する特別の理由のない限り，

本件決定は合理的裁量の限界を遙かに超えており違憲・無効である。

ウ ６倍の較差を正当化する特別な理由の不存在と合理的裁量からの逸脱

(ア) 本件における投票価値の較差の当不当を検討する前提として，在任

特例の選択・適用が無制限に許容されるか否かを検討すると，甲４の模

擬例２（議員１人当たりの選挙人数の較差が６０倍の場合）にあるとお

り，選挙人２０００人で１２人の議員が存在するＢ村が，選挙人数１０

万人で１０人の議員が存在するＡ市に編入合併されるに際して，在任特

例の規定が適用されるとすると，議員数２２人の合併後のＡ市議会で旧
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Ｂ村出身の議員が議長をとり多数派を占めることができ，旧Ａ市住民と

旧Ｂ村住民との利害が対立した場合には，５０倍も選挙人が多いにもか

かわらず，議会ではＡ市住民の利益が守られないことになってしまう。

旧合併特例法の在任特例の規定がこのような事態をも許容するもので

あるとしたら，それは投票価値の平等を規定した憲法１４条１項に違反

することが明白であり，この規定自体が憲法違反の瑕疵を持つことにな

ってしまうから，在任特例の適用が無制限に許されるものではなく，そ

の選択・適用には裁量権の合理的な行使が求められていることは明白で

ある（なお，合併後は議員は選出地域とは無関係であり，出身地域を分

けて考える議論は成立しないとする主張も形式的には可能であるが，在

任特例が選択された理由の根本に，編入された地域を特別に処遇する考

え方があることを考えれば，そのような議論が無意味であることは明ら

かである。）。

(イ) そこで，裁量権の合理的行使として，６倍の投票価値の較差を生む

本件決定を正当化できる特別な理由があるか否かについて考察する。

このように住民の権利を制限する重大な問題であれば，当然そのこと

に関して本件合併協議会で充分な議論がなされていなければならないが，

本件決定をした際に，この違憲状態を招く不平等の問題やこれを容認す

る特別の理由などに関して議論は行われていなかった（甲６）。特別な

事情のある重要事項に関して議決があったというためには，特別の事情

が存在することを前提に議論がなされた上，それを認める議決がなされ

ることが必要であるが（最高裁平成１５年（行ヒ）第２３１号同１７年

１１月１７日第一小法廷判決・集民第２１８号４５９頁参照），本件に

おいては，投票価値の平等を大きく侵し，違憲状態を生ずるおそれがあ

るという特別の事情の存在を認識し，それを前提とした議論が行われて

いないから，違憲状態の発生を容認する議決がなされたものとは認め難
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い。

また，編入される側の議員の処遇については旧合併特例法上いくつも

の選択肢が用意されており，編入地区の住民の意向を反映する手段とし

ても，旧合併特例法上の合併特例区並びに地方自治法上の地域協議会及

び地域自治区などの選択肢が用意されており，あえて違憲の疑いがある

選択肢（在任特例を適用して旧新治村議会議員全員を土浦市議会議員と

する方法）を選ぶべき理由は存在しないのに，本件合併協議会において

は，他の適法な選択肢についてあまり議論が行われていない。本件決定

は，多くの判例の事例において較差発生の原因となっていた人口の変動

や地理的な問題がないにもかかわらず，本来存在しなかった不平等を，

その理由を真摯に議論することもなく，新たに，安易に，あえて作り出

したのである。在任特例の選択に際して，憲法で定められた投票価値の

平等を守る努力がなされていないことからも，本件決定を合憲とする理

由がないことは明らかである。

(ウ) 以上のとおり，他の選択により違憲状態を回避することができたに

もかかわらず，充分な議論もなく，土浦市民の権利を侵害し違憲状態を

新たに生む在任特例をあえて選択した本件決定は，その結果として生ず

る不平等を正当化する特別の理由もないため，旧合併特例法の適用を誤

ったものであり，合理的裁量の限界を超えており，憲法１４条１項に違

反し無効である。

(エ) なお，被告は，①在任特例の規定が違憲・無効でないため，これを

適用した本件決定に違憲・違法の問題が生ずる余地はない（主位的主

張），②本件決定が一見極めて明白に不合理であるとはいえないことか

ら，違憲・違法ではない（予備的主張）と主張するが，いずれも失当で

ある。

すなわち，①については，合憲の法令であっても，それが違憲的に運
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用・適用され違憲状態を生ずるのであれば，その適用結果は違憲であり，

適用違憲の問題を生ずることは明らかであるし，②については，在任特

例を適用した結果が違憲状態にあるか否かを判断するには，現状の投票

価値の不平等が違憲状態にあるか否かを検討することが必須であるのに，

これを慎重に吟味・検討せずに問題を議論する独自の判断基準であり，

また，投票価値の平等という憲法上の要求を裁量権の行使における考慮

事項と同列視してはならないことを明確にした最高裁判例（最高裁昭和

４９年（行ツ）第７５号同５１年４月１４日大法廷判決・民集３０巻３

号２２３頁参照）に反するものであるから，いずれも論理性に欠ける独

自の理論に基づく主張である。

エ 公金支出の違法性及び議員報酬の不当利得

明示的に公金の支出を禁止した条項が存在する場合のみならず，支出の

原因となる行為に憲法違反がある場合にも当該公金の支出は違法となるが

（最高裁昭和４６年（行ツ）第６９号同５２年７月１３日大法廷判決・民

集３１巻４号５３３頁参照），本件決定は，憲法１４条１項に違反するた

め違憲・無効であり，旧新治村議会議員は土浦市議会議員の地位にないか

ら，被告が同決定に従って旧新治村議会議員に対して議員報酬を支出する

ことは，地方自治法２条１６項，１３８条の２及び２０３条並びに地方財

政法４条１項に違反する。

また，本来土浦市議会議員の資格を有しない旧新治村議会議員に対して

支給される議員報酬は，法律及び条例に基づかないものであるため，旧新

治村議会議員による不当利得となる。

オ よって，地方自治法２４２条の２第１項１号又は４号に基づき，被告が

旧新治村議会議員に対して議員報酬を支出することの差止め，及び，将来

給付の訴えとして，これが支出された場合に被告が旧新治村議会議員に対

して議員報酬の返還を請求することの義務付けを求める。
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（被告の主張）

ア 主位的主張

いわゆる合併特例法は，読んで字の如く特例であって，市町村行政の広

域化の要請に対処し，合併市町村の建設に資するために，当分の間の措置

として定められた時限法であって，その位置付けは特殊である。しかも，

いわゆる在任特例は，自主的な市町村合併を推進する目的から，編入合併

の場合においては，編入される合併関係市町村議会の議員で，当該合併市

町村議会議員の被選挙権を有する者について，合併関係市町村の協議によ

り，編入をする合併市町村議会議員の残任期相当期間，引き続き合併市町

村議会議員として在任できることを定めた規定である。したがって，在任

特例は，上記のような合理的な目的の達成のため，市町村合併という極め

て特殊な場面において，合併市町村議会議員の残任期相当期間等の極めて

限定した期間においてのみ，その特例を規定したものであって，その趣旨

からすれば，在任特例の規定が違憲無効ということはありえない。

そうだとすれば，被告がこの規定を適用して，在任特例を採用したから

といって，何ら違憲ないし違法な状態が生ずることはない。

イ 予備的主張

仮に，在任特例の採用について違憲・違法の問題が生じうるとしても，

以下のとおり，本件決定に違憲・違法はない。

(ア) 旧合併特例法についての違憲審査基準

一般に法律ないし議会の決定行為については，立法権を持つ議会にお

いて合憲と判断された上で，制定ないし決定されるものであるから，合

憲性の推定が働く。そのため，法律が違憲とされるのは合憲性の推定が

覆る場合に限られる。

このことを踏まえて，規制立法の目的，形態・方式や人権の性質等に

鑑みて判断するならば，本件においても，裁量権の限界を判断する基準
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としては，一見極めて明白に不合理な場合に初めて違憲と判断されると

いう基準が採用されるべきである。すなわち，市町村の合併にかかる要

件や手続，合併に伴う経過措置などについては様々な選択肢がありうる

が，憲法は地方公共団体の合併については何ら一義的に語っていない。

合併の要件や手続，合併に伴う経過措置などが地方自治の本旨に従った

ものでなければならないことはいうまでもないが，憲法は，これらが住

民自治や団体自治に適ったものとなるよう広範な立法裁量に委ねるとと

もに，どの方式を採用するかについても，各地方公共団体の広範な裁量

に委ねたものと考えるべきである。

したがって，旧合併特例法に関する措置についての違憲審査基準は，

一見極めて明白に不合理な場合に初めて違憲と判断されるという基準が

採用されるべきである。

(イ) あてはめ

ａ これを本件についてみると，まず，在任特例を採用した目的につい

ては，以下のとおり，充分な合理性がある。

すなわち，旧合併特例法は，効率的な事務ないし予算の執行の実現

のために市町村行政の広域化が要請されるのに地方自治法の規定が充

分ではないため，これを補う目的で，各地方の実情を生かせるように

合併の際に採り得る選択肢を複数残すような形で，その手続や経過措

置を定めたものである。土浦市と新治村の合併も上記のような要請の

もと，旧合併特例法の制度を活用してなされたものである。

そして，この合併に際しても，合併前の各々の市町村の意向が合併

後においても最大限反映されなければならないことは当然であり，と

りわけ人口が少ないという理由で直ちに議員数が激減するということ

になると，その地域の実情が反映されないこととなるおそれがあり，

円滑な合併が不可能となることは明白である。また，合併の目的は，
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今後の人口減と社会の高齢化等に備えて，規模拡大に伴うスケール・

メリットに着目して，県南地域をリードする豊かな町作りを実現する

というものであった。さらに，合併に際しては，Ｐ１５公社運営の方

向性，土浦市道と新治村道のアクセスの問題など新治村住民の意向も

最大限尊重しなければならない問題が非常に多かった。

このような観点からすれば，在任特例を採用した目的に充分な合理

性があるというべきである。

ｂ 次に，在任特例という手段を選択した点についても，以下のとおり，

合理性がある。

すなわち，仮に原告らが主張するような人口比のみを基準として議

員数を決定した場合には，反対に新治村の地域を代表する議員が少な

くなってしまい，合併後においては当該地域の実情が反映されずに合

併事業が進行してしまうおそれが強い。また，在任特例は，合併に伴

う段階的な制度統一の中で，期間を限定して議員資格を認めるもので

あり，土浦市議会議員の任期が満了する平成１９年４月３０日には定

数不均衡なる状態が解消されることが確実である。さらに，茨城県内

における他の市町村の合併において，土浦市と同程度以上の議員１人

当たりの有権者数の較差が生じる場合についても在任特例が採用され

ていることは，このような在任特例の選択が格別不合理なものではな

いことの証左である。

ｃ したがって，在任特例を採用することとした本件決定が一見極めて

明白に不合理であるとはいい難いから，本件決定には違憲はもちろん，

違法すらない。

ウ 以上のとおり，在任特例を適用することとした本件決定に違憲・違法は

ないから，旧新治村議会議員に議員報酬を支給することが何らかの違憲・

違法を帯びることはない。また，旧新治村議会議員は土浦市議会議員とし
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ての資格を得る以上，議員報酬の支給は法律上の原因を有するものであり，

不当利得とはなり得ない。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点(1)（訴えの適法性）について

(1) 本件訴え全体について

ア 住民訴訟は地方自治法２４２条１項に規定する住民監査請求をした後で

なければ提起することができず，住民監査請求を経ずに提起された住民訴

訟は不適法なものとなるが（同法２４２条の２第１項），本件においては，

原告らによる本件監査請求が土浦市監査委員により不適法なものとして却

下されている。

そこで，本件においては，地方自治法２４２条１項に規定する住民監査

請求が前置されていないという理由により本件訴え自体が不適法なものと

なるか否かが問題となるが，以下のとおり，この観点から本件訴えが不適

法となることはない。

イ すなわち，監査委員が適法な住民監査請求を不適法であるとして却下し

た場合には，当該請求をした住民は，適法な住民監査請求を経たものとし

て直ちに住民訴訟を提起することができるものと解すべきであるが（最高

裁平成１０年（行ツ）第６８号同年１２月１８日第三小法廷判決・民集５

２巻９号２０３９頁参照），本件においては，原告らは，前提事実(4)アの

とおり，①監査請求の対象とする財務行為として，本件決定に基づき土浦

市議会議員となる旧新治村議会議員に対して議員報酬等を支出すること，

②行為を違法・不当とする理由として，本件決定が投票価値の平等を害し

憲法１４条１項に違反する違憲・無効なものであるため，本件決定に従っ

て土浦市議会議員となる旧新治村議会議員に対して報酬等を支給すること

は違法・不当であること，③当該行為により市に生ずる損害として，旧新

治村議会議員に議員報酬等を支給することにより議員報酬９９７２万円，
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行政視察旅費３３６万円，政務調査費４２０万円，費用弁償１１６万円及

び年金負担８２９万円など合計約１億２０００万円の損害が生ずること，

④請求する措置の内容として，監査委員が上記支出につき厳正な調査を行

い，議員報酬等の支出の差止勧告等の措置を講ずることを，それぞれ具体

的に摘示・記載して，その記載にかかる事実を証明する資料を添付した上

で，本件監査請求を行っているのであるから，本件監査請求に何ら違法な

点は存在しないというべきである。

これに対して，土浦市監査委員は，前提事実(4)イのとおり，本件監査請

求について，上記議員報酬等の支出の前提となる法令及びその適用の憲法

適合性という監査委員の職務権限に馴染まない事項につき判断を求めるも

のであるとして不適法なものと判断している。しかし，憲法上「この憲法

は，国の最高法規であって，その条規に反する法律，命令，詔勅及び国務

に関するその他の行為の全部又は一部は，その効力を有しない。」と規定

されていること（憲法９８条１項）に照らせば，公金の支出等につき違法

・不当の存否を監査するに当たっては，法令の適用結果が憲法に適合する

か否かも含めて違法・不当な点が存在するか否かが監査されなければなら

ないのであり，本件においても，土浦市監査委員は，議員報酬等の支出の

前提となる本件決定について，憲法違反を含む違法・不当が存在するか否

かを監査する義務を負っていたものというべきである。にもかかわらず，

こうした監査を「監査委員の職務権限になじまない」とした監査委員の判

断は是認することができず，土浦市監査委員は適法な住民監査請求を不適

法であるとして不当に却下したものといわざるをえない。

ウ したがって，本件においては，原告らは適法な住民監査請求を経たもの

として直ちに住民訴訟を提起することができるのであり，本件訴えが監査

請求前置の観点から不適法となることはないものである。

(2) 請求の趣旨第２項にかかる請求について
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ア 監査委員が適法な住民監査請求を不適法であるとして却下した場合，当

該請求をした住民が提起する住民訴訟の出訴期間は，地方自治法２４２条

の２第２項１号に準じ，却下の通知があった日から３０日以内と解すべき

であるが（最高裁平成１０年（行ツ）第６８号同年１２月１８日第三小法

廷判決・民集５２巻９号２０３９頁参照），原告らが当裁判所に訴えの変

更申立書（平成１８年２月２１日付け）を提出して請求の趣旨第２項にか

かる請求を追加する訴えの変更を申し立てたのは，原告らが土浦市監査委

員から本件監査請求却下の通知を受けた後３０日以上経過した同年２月２

２日である。そこで，上記訴えの変更が出訴期間を遵守したものといえる

か否かが問題となるが，以下のとおり，出訴期間は遵守されていたものと

いうべきである。

すなわち，訴えの変更は，変更後の新請求については新たな訴えの提起

にほかならないから，当該訴えにつき出訴期間の制限がある場合には，当

該出訴期間遵守の有無は，変更前後の請求の間に訴訟物の同一性が認めら

れるとき，又は両者の間に存する関係から，変更後の新請求に係る訴えを

当初の訴え提起の時に提起されたものと同視し，出訴期間の遵守において

欠けるところがないと解すべき特段の事情があるときを除き，当該訴えの

変更の時を基準としてこれを決すべきであるが（最高裁昭和５４年（行

ツ）第１２９号同５８年９月８日第一小法廷判決・判例時報１０９６号６

２頁参照），本件における当初の請求である旧新治村議会議員に対する議

員報酬の支出の差止請求と，訴え変更にかかる新請求である議員報酬が支

給されたことを停止条件とする旧新治村議会議員に対する議員報酬の不当

利得返還請求とは，いずれも同一の違法原因に基づき，同一の公金支出を

問題とするものであり，また，議員報酬の支出につき差止請求訴訟が提起

された後に，当該支出の執行後の問題として不当利得返還請求訴訟が提起

されることは当然に予想しうるところであるから，その請求の性質・関係
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に照らして，変更後の新請求に係る訴えを当初の訴え提起の時に提起され

たものと同視し，出訴期間の遵守において欠けるところがないと解すべき

特段の事情があるというべきである。

したがって，本件においては，請求の趣旨第２項に係る請求が，出訴期

間の観点から不適法となることはないものである。

イ しかし，請求の趣旨第２項に係る請求については，以下の理由から，不

適法たるを免れない。

原告らは，請求の趣旨第２項において，被告が旧新治村議会議員に対し

て議員報酬を支給することを停止条件とする将来給付の訴えとして，被告

が旧新治村議会議員に対して議員報酬の返還を請求することの義務付けを

求めるものであるが，口頭弁論終結時までに履行期が到来しない給付請求

権について，現在においてあらかじめ給付判決を受けることを求める将来

給付の訴えについては，あらかじめその請求をする必要がある場合に限り，

提起することができるものとされている（民事訴訟法１３５条）。

ところが，原告らは，請求の趣旨第２項にかかる請求について，あらか

じめその請求をする必要があることを基礎付ける事情を何ら主張・立証し

ていないし，また，仮に原告らの請求が理由があるものとされた場合には，

請求の趣旨第１項にかかる差止めの請求が認容されることにより，以後，

旧新治村議会議員に対して議員報酬が支給されることはなくなるのである

から，その返還を請求するということ自体が想定できない。

したがって，請求の趣旨第２項にかかる請求については，将来給付の訴

えの利益を欠き不適法であるというほかない。

(3) 以上より，請求の趣旨第２項にかかる請求は不適法であるから，却下すべ

きである。

２ 争点(2)（議員報酬を支給することの違法・不当性）について

(1) 原告らは，本件決定は憲法１４条１項により保障された合併前の土浦市民
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の投票価値の平等を侵す違憲・無効なものであり，これに従って旧新治村議

会議員が土浦市議会議員としての地位を取得することはないので，旧新治村

議会議員に対して土浦市議会議員としての報酬を支出することは違法・不当

である旨主張するが，以下のとおり，理由がない。

ア 旧合併特例法７条１項に規定する議会の議員の在任に関する特例（在任

特例）は，市町村の合併に際して，合併関係市町村（市町村の合併により

その区域の全部又は一部が合併市町村〔市町村の合併により設置され，又

は他の市町村の区域の全部若しくは一部を編入した市町村〕の区域の一部

となる市町村）の議会の議員で当該合併市町村の議会の議員の被選挙権を

有することとなる者について，合併関係市町村の協議により，①新たに設

置された合併市町村にあっては，市町村の合併後２年を超えない範囲で当

該協議で定める期間に限って，また，②他の市町村の区域の全部又は一部

を編入した合併市町村にあっては，その編入をする合併関係市町村の議会

の議員の残任期間に相当する期間に限って，引き続き合併市町村の議会の

議員として在任することができるとするものである。

このような在任特例の制度は，効率的な事務ないし予算の執行を図るた

め市町村行政の広域化を進める必要があり，そのための市町村合併に伴う

段階的な制度統一の中で，あくまでも上記の期間に限定して議員資格を認

めるというものであって，合理性が認められるものであり，原告らが主張

するように合併関係市町村の議会の議員１人当たりの選挙人数ないし人口

を単純に比較して，この点のみを強調して本件合併協議会が在任特例を適

用したことを違憲ないし違法とすることは相当でない上，そもそも合併関

係市町村の協議によって，合併関係市町村の議会の議員が，引き続き合併

市町村の議会の議員として在任できることとされた場合であっても，それ

はあくまで合併後の合併市町村の議会の議員として在任するのであって，

合併前の合併関係市町村の議員・代表として在任するものではないこと
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（市町村の合併が合体〔２つ以上の地方公共団体を廃してその区域をもっ

て１つの地方公共団体を置くこと〕又は編入〔地方公共団体を廃して，そ

の区域を既存の地方公共団体の区域に加えること〕のいずれの形態をとる

場合であっても，合併前の合併関係市町村を合併後の合併市町村という１

つの法人格に合一化するものである以上，在任特例が採用されて，その結

果，合併関係市町村の議会の議員が引き続き合併市町村の議会の議員とし

て在任する場合であっても，それは合併前の各合併関係市町村の議会の議

員全員が，合併後の合併市町村全体を代表する関係にある。）から，合併

前の各合併関係市町村の住民の間において，原告らが主張するような投票

価値の較差・不平等が生ずるものではないと考えられる。

イ 原告らは，在任特例によって合併市町村の議会の議員となった合併関係

市町村の議会の議員が，その出身母体である合併関係市町村の利益のみを

優先した活動をすることにより，当該合併関係市町村の区域外に居住する

合併市町村の住民の利益が害されるおそれがある旨主張するが，上記のと

おり，各合併関係市町村の議会の議員であった者も，合併市町村の議会の

議員となった以上は当該合併市町村全体の代表としての地位を有するので

あり，そのような地位にある合併市町村の議会の議員がいかなる政治活動

を行うかは，各議員の政治責任に委ねられているというべきである。仮に，

当該合併市町村の住民の中に，在任特例によって合併市町村の議会の議員

となった者による政治活動について不満を持ち，あるいは自らに不利益に

なると感じる者がいたとしても，それは当該合併市町村議会議員の選挙の

際における投票，議会の解散の請求（地方自治法７６条）ないし議員の解

職の請求（同法８０条）などの手段を通じて民意を地方政治に反映させる

方法によって解消されるべきものであり，上記のような不満等を根拠とし

て原告らが主張するような投票価値の較差・不平等を論ずることは相当で

はない。
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原告らは，在任特例が選択される理由の根本に編入された地域を特別に

処遇する考え方があることからして，在任特例が適用された場合における

合併市町村の議会の議員の地位を，各議員の出身母体である合併関係市町

村から切り離して考えることは無意味な形式論であるとも主張する。しか

し，これは，実際に在任特例が採用される際に検討される考慮要素のみに

着目し，そもそもの前提である市町村合併の効果（合併関係市町村が１つ

の法人格に合一化する。）及び在任特例が適用された場合における議員の

地位の性質（合併関係市町村の議会の議員が合併市町村の議会の議員とし

て在任する。）などの市町村合併に関する基本的な法律関係を踏まえない

ものというべきである。

ウ 土浦市と新治村との合併に関しては，本件合併協議会において，在任特

例を適用することが相当であるとして，編入をする合併関係市町村である

土浦市の市議会議員の残任期間である平成１９年４月３０日までと期間を

限って，合併関係市町村である土浦市及び新治村の議会の議員を引き続き

合併市町村である土浦市の議会の議員とすることが決定されたものである

ところ，その決定に格別違法・不当な点は認められない。

したがって，土浦市と新治村との合併により，旧新治村議会議員は土浦

市議会議員としての地位を取得しているから，被告が旧新治村議会議員に

議員報酬を支出することについても，何ら違法・不当な点は存在しない。

(2) よって，その余について論ずるまでもなく，原告らの差止請求は理由がな

い。

第４ 結論

以上の次第で，原告らの請求のうち，将来給付の訴えとしての義務付けの訴

えに係る部分は不適法であるから，これらをいずれも却下し，その余の請求は

理由がないからいずれも棄却することとし，主文のとおり判決する。
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